


  

 

申 請 事 項 記 載 書 

 

１ 調査の名称 

  労働力調査 

 

２ 変更の内容 

変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

 
４ 報告を求める者 
（１）数 
   ① 労働力調査基礎調査票 

約 40,000世帯及びその世帯員約 110,000人（母集団
の大きさ 約 5000万世帯、約 1億 3000万人） 

   ② 労働力調査特定調査票 
約 10,000 世帯及びその世帯員のうち 15 歳以上の者

約 25,000 人（母集団の大きさ 約 5000 万世帯、約 1
億 1000万人） 

 
５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 
（１）報告を求める事項 
   ① 労働力調査基礎調査票（別添２） 
    ア 全ての世帯員に関する事項（15歳未満の世帯員に

ついては、１か月目に行う調査においてのみ対象と
する。） 

    （ア）男女の別 
    （イ）出生の年月 
    （ウ）世帯主との続き柄 
     イ  15歳以上の世帯員に関する事項 
    （ア）氏名 
    （イ）配偶の関係 
    （ウ）調査の期日を最終日とする７日間における就業

状態 

 
４ 報告を求める者 
（１）数 
   ① 労働力調査基礎調査票 

約 40,000世帯及びその世帯員約 150,000人（母集団
の大きさ 約 5000万世帯、約 1億 3000万人） 

   ② 労働力調査特定調査票 
約 10,000 世帯及びその世帯員約 25,000 人（母集団

の大きさ 約 5000万世帯、約 1億 3000万人） 
 
 
５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 
（１）報告を求める事項 
   ① 労働力調査基礎調査票（別添２） 
    ア すべての世帯員に関する事項（15歳未満の世帯員

については、１か月目に行う調査においてのみ対象
とする。） 

    （ア）男女の別 
    （イ）出生の年月 
    （ウ）世帯主との続き柄 
     イ  15歳以上の世帯員に関する事項 
    （ア）氏名 
    （イ）配偶の関係 
    （ウ）調査の期日を最終日とする７日間における就業

状態 

 
最新の国勢調査結
果に基づく修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
「公的統計の整備
に関する基本的な
計画」等の指摘や
雇用を取り巻く情
勢の変化等を踏ま
えた調査事項の見
直しに伴う修正 
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    （エ）所属の事業所の名称、経営組織及び事業の種類 
    （オ）所属の企業全体の従業者数 
    （カ）仕事の種類 
    （キ）従業上の地位 
    （ク）雇用形態 
    （ケ）１週間の就業時間及び就業日数 
    （コ）１か月間の就業日数 
    （サ）探している仕事の位置付け（主にする仕事か又

はかたわらにする仕事か） 
    （シ）求職の理由 
     
    ウ 世帯に関する事項 
    （ア）15歳以上の世帯員の数及び男女、年齢階級別 15

歳未満の世帯員の数 
    （イ）世帯員の異動状況（２か月目の世帯についての

み調査を行う。） 
 
   ② 労働力調査特定調査票（２年目の２か月目の世帯に

ついてのみ調査を行う。）（別添３） 
    ア 15歳以上の世帯員に関する事項 
    （ア）氏名 
    （イ）在学、卒業等教育の状況 
    （ウ）仕事からの年間収入 
    イ 就業者に関する事項 
    （ア）短時間就業及び休業の理由 
    （イ）就業時間増減希望の有無 
    （ウ）現職に就いた時期 
     
    （エ）今の雇用形態を選んだ理由 

（オ）転職などの希望の有無 
（カ）前職の有無 

    
    ウ 完全失業者に関する事項 
    （ア）求職活動の方法 
    （イ）求職活動の期間 
    （ウ）最近の求職活動の時期 
    （エ）探している仕事の形態 

    （エ）所属の事業所の名称、経営組織及び事業の種類 
    （オ）所属の企業全体の従業者数 
    （カ）仕事の種類 
    （キ）従業上の地位 
 
    （ク）１週間の就業時間 
 
    （ケ）探している仕事の位置付け（主にする仕事か又

はかたわらにする仕事か） 
    （コ）求職の理由 
    （サ）転職及び追加就業希望の有無 
    ウ 世帯に関する事項 
    （ア）15歳以上の世帯員の数及び男女、年齢階級別 15

歳未満の世帯員の数 
    （イ）世帯員の異動状況（２か月目の世帯についての

み調査を行う。） 
 
   ② 労働力調査特定調査票（２年目の２か月目の世帯に

ついてのみ調査を行う。）（別添３） 
    ア 15歳以上の世帯員に関する事項 
    （ア）氏名 
    （イ）在学、卒業等教育の状況 
    （ウ）仕事からの年間収入 
    イ 就業者に関する事項 
    （ア）短時間就業及び休業の理由 
    （イ）就業時間増減希望の有無 
    （ウ）現職に就いた時期 
    （エ）雇用形態 
 
 
    （オ）前職の有無 
    （カ）転職時の収入の増減 
    ウ 完全失業者に関する事項 
    （ア）求職活動の方法 
    （イ）求職活動の期間 
    （ウ）最近の求職活動の時期 
    （エ）探している仕事の形態 



  

    （オ）就職できない理由 
    （カ）前職の有無 
    エ 非労働力人口に関する事項 
    （ア）就業希望の有無 
    （イ）非求職の理由 
    （ウ）希望する又は内定している仕事の形態 
    （エ）最近の求職活動の時期 
    （オ）就業の可能性 
    （カ）前職の有無 
    オ 前職のある者に関する事項 
    （ア）前職の従業上の地位及び雇用形態 
    （イ）前職の事業の種類 
    （ウ）前職の仕事の種類 
    （エ）前職の企業全体の従業者数 
    （オ）前職をやめた時期 
    （カ）前職をやめた理由 
 
６ 報告を求めるために用いる方法 
（２）調査方法 
   ② 調査の方法 
    調査票の配布・取集とも調査員（前記①ウの規定によ

り調査員の事務の一部を行う指導員を含む。以下同じ。）
が行う自計調査として行う。 

ただし、前記５（１）①中のウに掲げる事項について
は、調査員が世帯主の報告に基づき、調査票に記入する。 

 
８ 集計事項 

次に掲げる事項について集計する。（詳細は別添４のとお
り） 
① 15歳以上人口について、就業・不就業状態に関する事項 
② 15歳以上人口について、教育及び収入に関する事項 
③ 15歳以上人口について、前職に関する事項 
④ 就業者について、現職に就いた時期、産業、従業上の地
位・雇用形態、従業者階級、職業及び経営組織に関する事
項 

⑤ 就業者について、週間就業時間、週間就業日数及び月間
就業日数に関する事項 

    （オ）就職できない理由 
    （カ）前職の有無 
    エ 非労働力人口に関する事項 
    （ア）就業希望の有無 
    （イ）非求職の理由 
    （ウ）希望する又は内定している仕事の形態 
    （エ）最近の求職活動の時期 
    （オ）就業の可能性 
    （カ）前職の有無 
    オ 前職のある者に関する事項 
    （ア）前職の従業上の地位及び雇用形態 
    （イ）前職の事業の種類 
    （ウ）前職の仕事の種類 
    （エ）前職の企業全体の従業者数 
    （オ）前職をやめた時期 
    （カ）前職をやめた理由 
 
６ 報告を求めるために用いる方法 
（２）調査方法 
   ② 調査の方法 
    調査票の配布・取集とも調査員（前記②ウの規定によ

り調査員の事務の一部を行う指導員を含む。以下同じ。）
が行う自計調査として行う。 

ただし、前記５（１）①中のウに掲げる事項について
は、調査員が世帯主の報告に基づき、調査票に記入する。 

 
８ 集計事項 

次に掲げる事項について集計する。（詳細は別添４のとお
り） 
① 15歳以上人口について、就業・不就業状態に関する事項 
② 15歳以上人口について、教育及び収入に関する事項 
③ 15歳以上人口について、前職に関する事項 
④ 就業者について、現職に就いた時期、産業、従業上の地
位・雇用形態、従業者階級、職業及び経営組織に関する事
項 

⑤ 就業者について、週間就業時間に関する事項 
 



  

⑥ 就業者について、転職及び就業時間増減希望に関する事
項 

⑦ 完全失業者について、就職できない理由、探している仕
事及び求職理由に関する事項 

⑧ 完全失業者及び非労働力人口について、求職活動の状況
に関する事項 

⑨ 非労働力人口について、新規就業希望に関する事項及び
就業の可能性に関する事項 

 ⑩ その他就業又は不就業の状態及びこれに附帯する事項 

⑥ 就業者について、転職及び追加就業希望に関する事項 
 
⑦ 完全失業者について、就職できない理由、探している仕
事及び求職理由に関する事項 

⑧ 完全失業者及び非労働力人口について、求職活動の状況
に関する事項 

⑨ 非労働力人口について、新規就業希望に関する事項及び
就業の可能性に関する事項 

 ⑩ その他就業又は不就業の状態及びこれに附帯する事項 
 



  

 

労働力調査に関する調査計画（変更後） 

 

 
１ 調査の名称 

  労働力調査 
 
２ 調査の目的 
  本調査は、国民の就業及び不就業の状態を明らかにするための基礎資料を得ることを

目的とする。 
 
３ 調査対象の範囲 
（１）地域的範囲 

全国 

 

（２）属性的範囲 

世帯 

 
４ 報告を求める者 
（１）数 
  ① 労働力調査基礎調査票 
        約 40,000世帯及びその世帯員約 110,000人（母集団の大きさ 約 5000万世帯、

約１億 3000万人） 

 

② 労働力調査特定調査票 

    約 10,000世帯及びその世帯員のうち 15歳以上の者約 25,000人（母集団の大きさ 

約 5000万世帯、約１億 1000万人） 

 
（２）選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

① 労働力調査基礎調査票 
労働力調査基礎調査票の報告を求める世帯（以下「報告世帯」という。）は、層

化２段抽出法により選定する。具体的には、国勢調査調査区の中から地域別・調査

区の特性別に約 2,900調査区（以下「標本調査区」という。）を抽出し、標本調査

区内にある世帯の中から１標本調査区当たり約 15世帯、計約 40,000世帯を報告世

帯として選定する。 

なお、標本調査区は２年間固定し、選定した標本調査区では、各年とも、同一の

連続する４か月のみ調査を行う。その際には、前半の２か月と後半の２か月で別の

報告世帯に報告を求める。（すなわち、報告世帯は、２年間にわたり、同じ２か月

についてのみ報告を行うことになる。） 
    また、標本調査区の変更に伴うデータの不連続が大きくならないようにするため、 

標本調査区は、毎月約８分の１ずつ変更する。（詳細は別添１のとおり） 
 
  ② 労働力調査特定調査票 
    報告世帯（約 40,000 世帯）のうち、２年目の２か月目に該当する報告世帯（約

10,000世帯）を、労働力調査特定調査票の報告を求める世帯として選定する。 
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（３）報告義務者 
    ①  後記５（１）①中のアに掲げる事項については調査世帯の世帯員が、後記５（１）

①中のイ及び後記５（１）②に掲げる事項については調査世帯の 15歳以上の世帯員

が、後記５（１）①中のウに掲げる事項については調査世帯の世帯主がそれぞれ報

告しなければならない。 

② 前記①の規定による報告は、調査票に記入し、調査員の質問に答え、調査票を提

出することにより行うものとする。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

   ① 労働力調査基礎調査票（別添２） 

    ア 全ての世帯員に関する事項（15 歳未満の世帯員については、１か月目に行う

調査においてのみ対象とする。） 

    （ア）男女の別 

    （イ）出生の年月 

    （ウ）世帯主との続き柄 

     イ  15歳以上の世帯員に関する事項 

    （ア）氏名 

    （イ）配偶の関係 

    （ウ）調査の期日を最終日とする７日間における就業状態 

    （エ）所属の事業所の名称、経営組織及び事業の種類 

    （オ）所属の企業全体の従業者数 

    （カ）仕事の種類 

    （キ）従業上の地位 

    （ク）雇用形態 

    （ケ）１週間の就業時間及び就業日数 

    （コ）１か月間の就業日数 

    （サ）探している仕事の位置付け（主にする仕事か又はかたわらにする仕事か） 

    （シ）求職の理由 

    ウ 世帯に関する事項 

    （ア）15歳以上の世帯員の数及び男女、年齢階級別 15歳未満の世帯員の数 

    （イ）世帯員の異動状況（２か月目の世帯についてのみ調査を行う。） 

 

   ② 労働力調査特定調査票（２年目の２か月目の世帯についてのみ調査を行う。）（別

添３） 

    ア 15歳以上の世帯員に関する事項 

    （ア）氏名 

    （イ）在学、卒業等教育の状況 

    （ウ）仕事からの年間収入 

    イ 就業者に関する事項 

    （ア）短時間就業及び休業の理由 

    （イ）就業時間増減希望の有無 

    （ウ）現職に就いた時期 

    （エ）今の雇用形態を選んだ理由 



  

    （オ）転職などの希望の有無 

    （カ）前職の有無 

    ウ 完全失業者に関する事項 

    （ア）求職活動の方法 

    （イ）求職活動の期間 

    （ウ）最近の求職活動の時期 

    （エ）探している仕事の形態 

    （オ）就職できない理由 

    （カ）前職の有無 

    エ 非労働力人口に関する事項 

    （ア）就業希望の有無 

    （イ）非求職の理由 

    （ウ）希望する又は内定している仕事の形態 

    （エ）最近の求職活動の時期 

    （オ）就業の可能性 

    （カ）前職の有無 

    オ 前職のある者に関する事項 

    （ア）前職の従業上の地位及び雇用形態 

    （イ）前職の事業の種類 

    （ウ）前職の仕事の種類 

    （エ）前職の企業全体の従業者数 

    （オ）前職をやめた時期 

    （カ）前職をやめた理由 

 

（２）基準となる期日又は期間 

調査は、毎月末日（ただし、12月は 26日）現在によって行う。 

就業状態については、毎月の末日に終わる１週間（ただし、12月は 20日から 26日

までの１週間）の状態を調査する。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

総務省－都道府県－指導員－調査員－調査世帯 

 

（２）調査方法（■調査員調査 □郵送調査 □オンライン調査 □その他（    ）） 

①  統計調査員 

   ア 都道府県知事は、統計調査員として指導員及び調査員を置く。 

指導員及び調査員は、都道府県知事の指揮監督を受けて、担当調査区内にある

調査世帯に係る調査票の配布及び取集、関係書類の作成並びにこれらに附帯する

事務を行う。 

   イ 前記アの規定にかかわらず、指導員は、都道府県知事の指揮監督を受けて、調

査員に対する指導、調査票その他関係書類の検査、実地検査票（注）の作成及びこ

れらに附帯する事務を行うものとする。 

 
（注）実地検査とは、指導員が調査員の行った事務を実地に検査し、その結果を基に実地検査票を作成し、都

道府県知事を経由して総務大臣に報告するものであり、統計法（平成19年法律第53号）第15条に規定す



  

る立入検査等とは異なる。 

 

   ウ 前記ア及びイの規定にかかわらず、特別の事情により調査員が前記アの事務の

一部を行うことができないときは、都道府県知事の定めるところにより、指導員

が当該事務を行うものとする。 

 

   ② 調査の方法 

    調査票の配布・取集とも調査員（前記①ウの規定により調査員の事務の一部を行

う指導員を含む。以下同じ。）が行う自計調査として行う。 

ただし、前記５（１）①中のウに掲げる事項については、調査員が世帯主の報告

に基づき、調査票に記入する。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

   月 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

調査対象月の翌月３日（ただし、12月分に係る調査は 12月 29日）までに調査票の

取集を行う。 

 

８ 集計事項 

次に掲げる事項について集計する。（詳細は別添４のとおり） 

① 15歳以上人口について、就業・不就業状態に関する事項 

② 15歳以上人口について、教育及び収入に関する事項 

③ 15歳以上人口について、前職に関する事項 

④ 就業者について、現職に就いた時期、産業、従業上の地位・雇用形態、従業者階級、 

職業及び経営組織に関する事項 

⑤ 就業者について、週間就業時間、週間就業日数及び月間就業日数に関する事項 

⑥ 就業者について、転職及び就業時間増減希望に関する事項 

⑦ 完全失業者について、就職できない理由、探している仕事及び求職理由に関する事 

 項 

⑧ 完全失業者及び非労働力人口について、求職活動の状況に関する事項 

⑨ 非労働力人口について、新規就業希望に関する事項及び就業の可能性に関する事項 

 ⑩ その他就業又は不就業の状態及びこれに附帯する事項 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

    調査の結果は、集計完了の都度、インターネットへの掲載及び所定の刊行物又は閲覧

に供する方法で公表する。（詳細は別添４のとおり） 

 

10 使用する統計基準 

  産業分類及び職業分類は、それぞれ日本標準産業分類及び日本標準職業分類に基づい

たものとするが、大分類項目を除く分類項目の一部については、分類項目を細分し、又

は分類項目のいずれかを集約して表章に利用する。 

  ただし、「労働力調査における統計基準適用上の特記事項」（別添５、別添６及び別

添７）に掲げる分類項目についてはこの限りでない。 



  

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

書 類 名 保存期間 保存責任者 

調査票 １年 総務省統計局長 

調査票の内容（氏名を除く。）が

転写されている電磁的記録 

永年 総務省統計局長 

 

12 立入検査等の対象とすることができる事項 

  該当なし。 

 



標本抽出方法  
 
１ 標本抽出の方法 

この調査は、層化２段抽出法による標本調査であり、調査区＊を第１次抽出単位とし、住戸＊＊を第２次

抽出単位としている。 
＊  国勢調査調査区 
＊＊ 住宅やその他の建物の各戸で、一つの世帯が居住できるようになっている建物又は建物の一区画 

（１）調査区の抽出（第１次抽出） 

第１次抽出における調査区の抽出は、各地域＊ごとに全ての調査区を国勢調査の結果等に基づく特性

により層に分けて、各地域の各層ごとに、所定の抽出率と所定の抽出起番号を用いて系統抽出法により

行う。この系統抽出は、各調査区のウエイト（15 世帯がほぼ１ウエイトとなるように各調査区に付さ

れている値）に基づく確率比例抽出によっている。毎月の標本調査区数は約 2,900となっている。 

ただし、刑務所・拘置所等のある区域＊＊（国勢調査調査区の後置番号が５の調査区）、自衛隊区域＊＊

（同６の調査区）、駐留軍区域（同７の調査区）及び水面調査区（同９の調査区）については、抽出を

行っていない。 
＊  北海道、東北（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県及び福島県）、南関東（埼玉県、千葉県、

東京都及び神奈川県）、北関東・甲信（茨城県、栃木県、群馬県、山梨県及び長野県）、北陸（新潟

県、富山県、石川県及び福井県）、東海（岐阜県、静岡県、愛知県及び三重県）、近畿（滋賀県、京

都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌山県）、中国（鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口

県）、四国（徳島県、香川県、愛媛県及び高知県）及び九州・沖縄（福岡県、佐賀県、長崎県、熊

本県、大分県、宮崎県、鹿児島県及び沖縄県）の 10 地域。ただし、層化及び抽出は沖縄県を独立

の１地域とした 11 地域別に行う。 
＊＊ 刑務所・拘置所等のある区域及び自衛隊区域については、それぞれ法務省、防衛省からそれら施設

内の居住者数の資料を得て集計に加えている。具体的には、刑務所・拘置所等の矯正施設収容者を

非労働力人口に、自衛官の営舎内居住者を就業者にそれぞれ加えている。 

ただし、詳細集計では、特定調査票の調査項目を両省資料から集計するのは困難であることから、

これらについて集計対象とはしていない。 

（２）住戸の抽出（第２次抽出） 

第２次抽出における住戸の抽出は、第１次抽出で抽出された調査区（以下「標本調査区」という。）

にある全ての住戸のうちから、１調査区当たりほぼ 15 となるように所定の抽出率（ウエイトの逆数に

等しい。）及び抽出起番号を用いて系統（等間隔）抽出により行う。抽出された住戸に居住する全ての

世帯（合計約４万世帯）が調査対象となる。 
ア 月次結果や年平均結果の精度と、月々及び年間の変化を見る場合の精度とを考慮し、一つの標本調

査区は４か月間調査を行い、前半（２か月間）と後半（２か月間）とで調査区内の調査世帯（第２次

抽出で抽出された住戸に居住する世帯）を替えている。 

イ 前年の結果との比較の精度を高めるため、標本調査区として選定された調査区は、翌年の同月に再

び調査を行う＊。 

すなわち、毎月の全標本調査区のうち、半数はその年に新たに調査を行う調査区（したがって、翌

年同月に再び調査を行う調査区。以下「１年目調査区」という。）となり、残り半数は前年同月に調

査を行った調査区（以下「２年目調査区」という。）となるようにしている。 
＊ 各標本調査区について、翌年までに無くなった住戸に居住していた調査世帯は調査から除かれる。 

一方、新設された住戸は名簿に追加され、その名簿から住戸が追加抽出されそこに居住する世帯が

調査世帯に追加される。 

ウ 以上の標本交替を行うため及び推定値の標本誤差の算出のため、標本調査区は、調査開始月（Ａ、

Ｂ、Ｃ又はＤで表す。）及び１年目調査区か２年目調査区か（それぞれ１又は２で表す。）により区分

され次のような８組の副標本で構成されている。なお、各副標本は、それぞれ同等な全国の無作為標

本となるように設計されている。 

８組の副標本 

Ａ１･･････１月、５月又は９月に調査開始の１年目調査区 

Ａ２･･････１月、５月又は９月に調査開始の２年目調査区 

Ｂ１･･････２月、６月又は 10月に調査開始の１年目調査区 

Ｂ２･･････２月、６月又は 10月に調査開始の２年目調査区 

Ｃ１･･････３月、７月又は 11月に調査開始の１年目調査区 

Ｃ２･･････３月、７月又は 11月に調査開始の２年目調査区 

別添１ 



Ｄ１･･････４月、８月又は 12月に調査開始の１年目調査区 

Ｄ２･･････４月、８月又は 12月に調査開始の２年目調査区 

このように、副標本８組のうち、４組は１年目調査で、残り４組は２年目調査区となる。 

この結果、いずれの月においても、これらの副標本のうち、２組（すなわち標本調査区の数にすると

１/４）について標本調査区の交替が行われ、他の２組について同一調査区の中で調査世帯の交替が行

われる。したがって、標本調査区が交替する組と標本調査区の中の調査世帯が交替する組とを合わせる

と、毎月１/２の調査世帯が更新されることになる。 

なお、特定調査票の調査世帯は２年目２か月目に当たる２組のもの（Ａ２及びＣ２の組又はＢ２及び

Ｄ２の組）である＊。 
＊ 詳細集計の調査規模は基本集計の約４分の１となっている。 

 

 



 

 

別添４ 

結果の公表の方法及び期日一覧 
 
公表の方法 公表に係る集計事項 公表の期日 備考 

「労働力調査(速

報)  

 年 月分」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「労働力調査報告  

 年 月分」 

 

 

［基本集計(全国)について］ 

・就業状態別15歳以上人口 

・農林業･非農林業,従業上の地位別就業者数 

・非農林業従業者の就業時間･日数 

・産業別就業者数･雇用者数 

・従業上の地位･雇用形態･従業者規模別非農林業雇用者数 

・就業時間･日数別就業者数 

・求職理由･世帯主との続き柄別完全失業者数 

・年齢階級別労働力人口･就業者数･完全失業者数 

 

［詳細集計(全国)について］ 

・就業状態別15歳以上人口 

・産業･年齢階級,雇用形態別役員を除く雇用者数 

・現職の雇用形態,現職の雇用形態についている理由別役員を除く雇用者数 

・年齢階級別転職者数 

・転職等希望者数 

・失業期間･年齢階級･求職方法別完全失業者数 

・前職の離職理由･前職の雇用形態,年齢階級･前職の産業別離職した完全失業者数 

・仕事につけない理由,年齢階級別完全失業者数 

・就業希望の有無,年齢階級別非労働力人口 

・就業希望の有無,非求職理由,就業可能時期,求職活動時期別非労働力人口 

 

［基本集計(全国)について］ 

・就業状態,農業･非農林業,従業上の地位,週間就業時間･雇用形態･従業者規模別

15歳以上人口 

・産業,従業上の地位,週間就業時間別就業者数 

・産業,従業上の地位,従業者規模別従業者の就業時間･日数 

・職業,従業上の地位別就業者数 

・就業状態,農林業･非農林業,年齢階級別 15歳以上人口        

・就業状態,配偶関係,従業上の地位,農林業･非農林業,年齢階級別女性の15歳以上

人口 

・年齢階級･世帯主との続き柄･探している仕事の主従,求職理由別完全失業者数 

 

［基本集計(地域)について］ 

・就業状態,従業上の地位･産業別 15歳以上人口 

・雇用形態別役員を除く雇用者数 

 

［詳細集計(全国)について］ 

・就業状態,産業,従業上の地位,雇用形態,現職の雇用形態についている理由･失業

期間･仕事につけない理由･就業希望の有無,就業可能時期･求職活動の有無･非求

職理由別 15歳以上人口 

・農林業･非農林業,従業上の地位,年齢階級別転職等希望者数 

 

原則として 
調査月の翌月 
 
 
 
 
 
 
 
 
四半期結果を

四半期の最終

月の翌々月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
調査月の翌々

月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
四半期結果を

四半期の最終

月の翌々月 
 
四半期結果を

四半期の最終

月の翌々々月 

 

 
  



 

 

 
公表の方法 公表に係る集計事項 公表の期日 備考 

「労働力調査年報 

 年」 

 

［基本集計(全国)について月別及び年平均］ 

・年齢階級,就業状態別15歳以上人口 

・就業状態,世帯主との続き柄別 15歳以上人口 

・雇用形態別雇用者数 

・産業,雇用形態別非農林業雇用者数 

・農林業･非農林業,従業上の地位,年齢階級別就業者数 

・産業,従業上の地位,週間就業時間，雇用形態別就業者数・産業,従業者規模別非

農林業雇用者数 

・従業者規模,就業時間･日数別非農林業雇用者数 

・職業別就業者数･雇用者数 

・就業状態,農林業･非農林業,配偶関係別女性の15歳以上人口 

・産業別就業時間･日数 

・年齢階級,求職理由別完全失業者数 

・求職理由,探している仕事の主従別完全失業者数 

 

［基本集計(全国)について年平均］ 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位, 雇用形態・従業者規模,年齢階級別

15歳以上人口 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,雇用形態・従業者規模,世帯主との続

き柄別 15歳以上人口 

・産業,従業上の地位,雇用形態・従業者規模別就業者数 

・年齢階級,産業別就業者数 

・従業上の地位･雇用形態,職業別就業者数 

・年齢階級,職業別就業者数 

・職業，産業別就業者数 

・従業上の地位,産業別就業時間･日数 

・農林業･非農林業,年齢階級,就業時間･日数別就業者数 

・農林業･非農林業,従業上の地位,従業者規模,就業時間･日数別就業者数 

・産業,従業上の地位,就業時間･日数別就業者数 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,雇用形態・従業者規模,配偶関係,年齢

階級別女性の15歳以上人口 

 

［基本集計(地域)について四半期平均及び年平均］ 

・就業状態,従業上の地位,産業別 15歳以上人口 

・雇用形態別役員を除く雇用者数 

 
［詳細集計(全国)について年平均］ 
・仕事からの収入･教育,雇用形態別雇用者数 
・就業状態,年齢階級別過去１年間の離職経験者数 
・雇用形態,週間就業時間,年齢階級別役員を除く雇用者数 
・現職の雇用形態,前職の雇用形態･現職の産業,前職の産業･現職の従業者規模,前職

の従業者規模･年齢階級別転職者数 
・年齢階級,失業期間･教育･仕事につけない理由別完全失業者数 
・前職の離職理由･前職の産業別離職した完全失業者数 
・求職方法別完全失業者数 
・年齢階級,教育,就業希望の有無,非求職理由別非労働力人口 
・配偶関係,年齢階級,雇用形態,教育別雇用者･完全失業者･非労働力人口 

調査年の翌年

の５月の予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査年の翌年

の５月の予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査年の翌年

の５月の予定 

 

 

調査年の翌年

の５月の予定 

 

 

 
  



 

 

公表の方法 公表に係る集計事項 公表の期日 備考 
「労働力調査年報 

   年」 

（つづき） 

［詳細集計(全国)について年平均］（つづき） 

・就業状態,教育,配偶関係,年齢階級別非労働力人口 
・就業状態,従業上の地位,雇用形態･求職理由,前職の離職理由･失業期間･探してい

る仕事の形態･就業希望の有無,非求職理由･前職の離職時期,年齢階級別 15 歳以

上人口 
・産業,従業上の地位,雇用形態･職業,年齢階級,教育･配偶関係･世帯の種類,世帯主と

の続き柄･従業者規模別就業者数 
・世帯の種類,世帯主との続き柄･年齢階級･従業上の地位,雇用形態･従業者規模･産

業･職業･週間就業時間,就業状態･前職の有無,前職の離職時期,前職の離職理由別

就業者数 
・前職の有無,年齢階級,従業上の地位,雇用形態･産業別就業者数 
・就業状態，週間就業時間，転職等希望の有無,週間就業時間,仕事からの収入･年齢

階級･世帯の種類,世帯主との続き柄･教育･従業上の地位,雇用形態･従業者規模･

就業時間増減希望の有無別就業者数 
・仕事からの収入･年齢階級,配偶関係,世帯の種類,世帯主との続き柄,週間就業時間,
短時間就業の理由･就業時間増減希望の有無別就業者数 

・世帯の種類,世帯主との続き柄･配偶関係･年齢階級･教育･仕事からの収入･週間就

業時間･短時間就業の理由･就業時間増減希望の有無･転職等希望の有無･従業上

の地位･従業者規模･産業･職業,雇用形態,現職の雇用形態についている理由別非

正規の職員・従業員数 
・世帯の種類,世帯主との続き柄･年齢階級･現職の従業上の地位,現職の雇用形態･

現職の従業者規模,前職の離職時期,前職の従業上の地位,前職の雇用形態･前職の

従業者規模･離職期間別前職のある就業者数 
・世帯の種類,世帯主との続き柄･年齢階級･現職の産業･現職の職業,前職の離職時

期,前職の産業,前職の職業･離職期間別前職のある就業者数 
・前職の従業上の地位･前職の雇用形態,前職の従業者規模,前職の産業･前職の職業,
前職の離職理由,現職の雇用形態,現職の雇用形態についている理由別非正規の職

員数 
・就業状態,週間就業時間,世帯の種類,世帯主との続き柄･年齢階級,産業･職業･従業

上の地位,雇用形態･従業者規模別就業者数 
・産業･職業･週間就業時間別転職等希望者数 

・求職方法,求職理由･仕事につけない理由･年齢階級･世帯の種類,世帯主との続き

柄･探している仕事の形態,求職活動時期,失業期間別完全失業者数 
・年齢階級・世帯の種類・世帯主との続き柄，探している仕事の形態・求職理由・

前職の離職時期・前職の離職理由・仕事につけない理由，失業期間・求職活動時

期・探している仕事の主従別完全失業者数 
・世帯の種類,世帯主との続き柄･教育･年齢階級,失業期間,求職理由,前職の離職理

由･仕事につけない理由別完全失業者数 
・年齢階級,教育･世帯の種類,世帯主との続き柄･配偶関係･求職方法･失業期間･求職

活動時期･探している仕事の主従,探している仕事の形態別完全失業者数 
・求職理由・前職の離職理由・仕事につけない理由・前職の有無・前職の産業・前

職の職業，探している仕事の形態別完全失業者数 
・年齢階級･配偶関係･世帯の種類,世帯主との続き柄,前職の離職時期,前職の従業上

の地位,前職の雇用形態･前職の従業者規模･前職の産業･前職の職業別完全失業

者数 
・前職の従業上の地位,前職の雇用形態･前職の従業者規模･前職の離職理由･前職の

産業･前職の職業,失業期間･求職方法･年齢階級別離職した完全失業者数 
・前職の有無,就業希望の有無,就業可能時期,年齢階級,教育･世帯の種類,世帯主との

続き柄･希望している仕事の形態別非労働力人口 
・求職活動の有無及び時期,年齢階級･世帯の種類,世帯主との続き柄･教育,前職の有

無,就業状態,非求職理由別就業希望の非労働力人口 
・希望している仕事の形態・非求職理由，求職活動の有無及び時期別就業希望の非

労働力人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 
公表の方法 公表に係る集計事項 公表の期日 掲載場所 備考 

インターネット 

への掲載 

［基本集計(全国)について月別,四半期別及び年平均］ 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,週間就業時間･雇用形態・従

業者規模別 15歳以上人口 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,週間就業時間･雇用形態・従

業者規模,年齢階級別15歳以上人口 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,週間就業時間･雇用形態・従

業者規模,世帯の種類,世帯主との続き柄･年齢階級別15歳以上人口 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,週間就業時間･雇用形態・従

業者規模,配偶関係,年齢階級別 15歳以上人口 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,週間就業時間･雇用形態・従

業者規模,世帯の種類別15歳以上人口 

・前月及び今月の就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,従業者規模，

雇用形態別 15歳以上人口 

・前月及び今月の就業状態,産業別 15歳以上人口 

・産業,従業上の地位,従業者規模,週間就業時間･雇用形態別就業者数 

・年齢階級,産業別就業者数･雇用者数 

・産業,従業上の地位,雇用形態，年齢階級,週間就業時間別就業者数 

・世帯の種類,世帯主との続き柄･年齢階級･従業上の地位･雇用形態･従業

者規模･産業･職業,就業時間･日数別就業者数 

・産業,職業別就業者数･就業時間･日数 

・職業,従業上の地位･雇用形態別就業者数 

・産業,経営組織別雇用者数 

・世帯の種類,世帯主との続き柄･年齢階級･従業者規模･産業･職業･週間就

業時間,従業上の地位,雇用形態別役員を除く雇用者数 

・世帯の種類,世帯主との続き柄,探している仕事の主従,年齢階級別完全

失業者数 

・探している仕事の主従,求職理由,年齢階級別完全失業者数 

・探している仕事の主従,求職理由,世帯の種類,世帯主との続き柄別完全

失業者数 

・世帯主の年齢階級,世帯の種類･世帯の家族類型別世帯数 

・世帯主の産業･世帯主の職業･世帯人員･15歳以上世帯人員･就業人員,世

帯の種類別世帯数 

・夫の就業状態,妻の就業状態,週間就業時間別夫婦のいる世帯数 

・夫の就業状態,妻の年齢階級,妻の就業状態,週間就業時間別夫婦のいる

世帯数 

・世帯主の年齢階級,世帯主の就業状態,週間就業時間別単身世帯数･母子

世帯数･高齢者世帯数 

・世帯特性･世帯主及び配偶者の年齢階級別親族世帯数 

 

［基本集計(全国)について年平均］ 

・年齢階級,職業別就業者数 

・就業状態，農林業・非農林業，年齢階級，世帯の種類別人口 

・世帯の種類，世帯主との続き柄，年齢階級，従業上の地位，雇用形態，

従業者規模，産業，職業別年間平均就業日数・時間 

・産業,職業別年間就業時間 

 

［基本集計(地域)について四半期別及び年平均］ 

・年齢階級,就業状態･配偶関係･従業上の地位･雇用形態･産業別 15歳以上

人口 

・年齢階級,職業･週間就業時間･従業者規模別就業者数 

 

月別は各月

分の速報公

表日 
四半期別は

各四半期の

最終月分の

速報公表日 
年平均は 12

月分の速報

公表日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
12 月分の速

報公表日 
 
 
 
 
 
四半期別は

各四半期の

最終月分の

速報公表日 
年平均は 12

月分の速報

公表日 

e-Stat  

  



 

 

公表の方法 公表に係る集計事項 公表の期日 掲載場所 備考 
インターネット 

への掲載 

［詳細集計(全国)について四半期別及び年平均］ 

・就業状態,年齢階級,世帯の種類別 15歳以上人口                   

・前職の産業･前職の職業,前職の離職理由,就業状態別15歳以上人口           

・年齢階級･教育･配偶関係,就業状態別 15歳以上人口           

・年齢階級・教育，配偶関係，就業状態別15歳以上人口 

・産業･従業上の地位･職業,年齢階級･配偶関係･世帯の種類･教育･従業者

規模別就業者数           

・世帯の種類･年齢階級･従業上の地位･産業･職業･週間就業時間,就業状

態･前職の有無別就業者数          

・前職の従業上の地位･前職の職業･年齢階級,離職期間別転職者数           

・年齢階級･前職の有無,従業上の地位･産業別就業者数           

・週間就業時間,仕事からの収入･年齢階級･世帯の種類･従業上の地位別就

業者数          

・仕事からの収入･年齢階級･世帯の種類,短時間就業の理由別就業者数           

・世帯の種類･年齢階級･現職の従業上の地位,前職の離職時期･前職の従業

上の地位・離職期間別就業者数           

・世帯の種類･年齢階級･現職の産業･現職の職業,前職の離職時期･前職の

産業･前職の職業･離職期間別就業者数           

・仕事からの収入･産業･職業,雇用形態･週間就業時間・月間就業時間別役

員を除く雇用者数           

・週間就業時間･世帯の種類･年齢階級,産業･職業･従業上の地位別就業者

数           

・年齢階級･配偶関係･世帯の種類･従業上の地位･産業･職業,転職等希望の

有無別短時間就業者数          

・仕事からの収入,年齢階級･世帯の種類･従業上の地位別就業者数 

・世帯の種類･年齢階級･教育･仕事からの収入･週間就業時間･短時間就業

の理由･転職等希望の有無･従業上の地位･従業者規模･産業･職業,雇用

形態,現職の雇用形態についている理由別非正規の職員・従業員数 

・前職の従業上の地位･前職の雇用形態･前職の従業者規模･前職の産業･前

職の職業･前職の離職理由,現職の雇用形態,現職の雇用形態についてい

る理由別非正規の職員・従業員数 

・年齢階級・従業上の地位・産業・職業，教育別転職等希望の就業者数 

・農林業･非農林業,従業上の地位,従業者規模,年齢階級,週間就業時間別

転職等希望者数 

・年齢階級、教育，仕事からの収入（年間），雇用形態，従業上の地位，

産業，職業，在職期間別就業者数 

・求職方法,求職理由･仕事につけない理由･年齢階級･世帯の種類･求職活

動時期･失業期間別完全失業者数           

・年齢階級･世帯の種類･探している仕事の形態･求職理由･仕事につけない

理由,失業期間別完全失業者数           

・世帯の種類･教育･年齢階級･失業期間, 前職の産業,前職の職業,求職理

由･仕事につけない理由別完全失業者数           

・年齢階級･世帯の種類･教育･配偶関係･求職方法･失業期間･求職活動時

期,探している仕事の形態別完全失業者数           

・求職理由･仕事につけない理由･前職の産業･前職の職業,探している仕事

の形態別完全失業者数          

・年齢階級・世帯の種類・配偶関係・主な求職方法・失業期間・求職活動

時期，教育別完全失業者数 

・年齢階級･配偶関係･世帯の種類,前職の離職時期･前職の従業上の地位･

前職の産業･前職の職業別完全失業者数           

・前職の従業上の地位･前職の産業･前職の職業,失業期間･求職方法･年齢

階級別離職した完全失業者数     

四半期別は

各四半期の

最終月分の

速報公表日 
年平均は翌

年１月分の

速報公表日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

e-Stat  

  



 

 

 
公表の方法 公表に係る集計事項 公表の期日 掲載場所 備考 

インターネット 

への掲載 

（つづき） 

［詳細集計(全国)について四半期別及び年平均］（つづき） 

・前職の離職時期･前職の従業上の地位･前職の産業･前職の職業,前職の離

職理由･年齢階級別離職した完全失業者数           

・年齢階級･求職理由,前職の離職理由･教育別前職のある完全失業者数 

・前職の有無･就業希望の有無,年齢階級･世帯の種類･希望している仕事の

形態別非労働力人口           

・年齢階級･世帯の種類･教育,就業希望の有無･希望している仕事の形態別

非労働力人口           

・求職活動の有無及び時期･年齢階級･世帯の種類･教育,前職の有無･非求

職理由別就業希望の非労働力人口           

・前職の離職時期･前職の従業上の地位･前職の産業･前職の職業,年齢階

級･求職活動の有無及び時期別就業希望の非労働力人口           

・希望している仕事の形態･非求職理由,求職活動の有無及び時期別就業希

望の非労働力人口           

・前職の従業上の地位･前職の産業･前職の職業,前職の離職理由･年齢階級

別前職のある非労働力人口    

・年齢階級・希望している仕事の形態，教育別非労働力人口 

・妻の就業状態,夫の就業状態別夫婦のいる世帯数 

・世帯主の年齢階級,就業状態別母子世帯数及び高齢者世帯数          

・就業状態,年齢階級別単身者数         

 

［詳細集計(全国)について年平均］ 

・年齢階級・前職の従業上の地位・前職の産業・前職の職業，教育別完全

失業者 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
  



 

 

 
公表の方法 公表に係る集計事項 公表の期日 掲載場所 備考 
閲   覧 

（電磁的記

録又は電磁

的記録を出

力用紙に表

示したもの） 

［基本集計(全国)について月別,四半期別及び年平均］ 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,週間就業時間･雇用形態・従

業者規模別 15歳以上人口 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,週間就業時間･雇用形態・従

業者規模,年齢階級別15歳以上人口 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,週間就業時間･雇用形態・従

業者規模,世帯の種類,世帯主との続き柄･年齢階級別15歳以上人口 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,週間就業時間･雇用形態・従

業者規模,配偶関係,年齢階級別 15歳以上人口 

・就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,週間就業時間･雇用形態・従

業者規模,世帯の種類別15歳以上人口 

・前月及び今月の就業状態,農林業･非農林業,従業上の地位,従業者規模，

雇用形態別 15歳以上人口 

・前月及び今月の就業状態,産業別 15歳以上人口 

・産業,従業上の地位,従業者規模,週間就業時間･雇用形態別就業者数 

・年齢階級,産業別就業者数･雇用者数 

・産業,従業上の地位,雇用形態，年齢階級,週間就業時間別就業者数 

・世帯の種類,世帯主との続き柄･年齢階級･従業上の地位･雇用形態･従業

者規模･産業･職業,就業時間･日数別従業者数 

・産業,職業別就業者数･就業時間･日数 

・職業,従業上の地位･雇用形態別就業者数 

・産業,経営組織別雇用者数 

･世帯の種類,世帯主との続き柄･年齢階級･従業者規模･産業･職業･週間就

業時間,従業上の地位,雇用形態別役員を除く雇用者数 

・世帯の種類,世帯主との続き柄,探している仕事の主従,年齢階級別完全

失業者数 

・探している仕事の主従,求職理由,年齢階級別完全失業者数 

・探している仕事の主従,求職理由,世帯の種類,世帯主との続き柄別完全

失業者数 

・世帯主の年齢階級,世帯の種類･世帯の家族類型別世帯数 

・世帯主の産業･世帯主の職業･世帯人員･15歳以上世帯人員･就業人員,世

帯の種類別世帯数 

・夫の就業状態,妻の就業状態,週間就業時間別夫婦のいる世帯数 

・夫の就業状態,妻の年齢階級,妻の就業状態,週間就業時間別夫婦のいる

世帯数 

・世帯主の年齢階級,世帯主の就業状態,週間就業時間別単身世帯数･母子

世帯数･高齢者世帯数 

・世帯特性･世帯主及び配偶者の年齢階級別親族世帯数 

 

［基本集計(全国)について年平均］ 

・年齢階級,職業別就業者数 

・就業状態，農林業・非農林業，年齢階級，世帯の種類別人口 

・世帯の種類，世帯主との続き柄，年齢階級，従業上の地位，雇用形態，

従業者規模，産業，職業別年間平均就業日数・時間 

・産業,職業別年間就業時間 

 

［基本集計(地域)について四半期別及び年平均］ 

・年齢階級,就業状態･配偶関係･従業上の地位･雇用形態･産業別 15歳以上

人口 

・年齢階級,職業･週間就業時間･従業者規模別就業者数 

 

月別は各月

分の速報公

表日 
四半期別は

各四半期の

最終月分の

速報公表日 
年平均は 12

月分の速報

公表日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
12 月分の速

報公表日 
 
 
 
 
 
四半期別は

各四半期の

最終月分の

速報公表日 
年平均は 12

月分の速報

公表日 

総務省統

計図書館 
集計結果

表の量が

膨大で、全

てを刊行

物に掲載

するのは

困難なた

め 



 

 

公表の方法 公表に係る集計事項 公表の期日 掲載場所 備考 
閲   覧 

（電磁的記

録又は電磁

的記録を出

力用紙に表

示したもの） 

［詳細集計(全国)について四半期別及び年平均］ 

・就業状態,年齢階級,世帯の種類別 15歳以上人口                   

・前職の産業･前職の職業,前職の離職理由,就業状態別15歳以上人口           

・年齢階級･教育･配偶関係,就業状態別 15歳以上人口           

・年齢階級・教育，配偶関係，就業状態別15歳以上人口 

・産業･従業上の地位･職業,年齢階級･配偶関係･世帯の種類･教育･従業者

規模別就業者数           

・世帯の種類･年齢階級･従業上の地位･産業･職業･週間就業時間,就業状

態･前職の有無別就業者数          

・前職の従業上の地位･前職の職業･年齢階級,離職期間別前転職者数           

・年齢階級･前職の有無,従業上の地位･産業別就業者数           

・週間就業時間,仕事からの収入･年齢階級･世帯の種類･従業上の地位別就

業者数          

・仕事からの収入･年齢階級･世帯の種類,短時間就業の理由別就業者数           

・世帯の種類･年齢階級･現職の従業上の地位,前職の離職時期･前職の従業

上の地位・離職期間別就業者数           

・世帯の種類･年齢階級･現職の産業･現職の職業,前職の離職時期･前職の

産業･前職の職業･離職期間別就業者数           

・仕事からの収入･産業･職業,雇用形態･週間就業時間・月間就業時間別役

員を除く雇用者数           

・週間就業時間･世帯の種類･年齢階級,産業･職業･従業上の地位別就業者

数           

・年齢階級･配偶関係･世帯の種類･従業上の地位･産業･職業,転職等希望の

有無別短時間就業者数          

・仕事からの収入,年齢階級･世帯の種類･従業上の地位別就業者数 

・世帯の種類･年齢階級･教育･仕事からの収入･週間就業時間･短時間就業

の理由･転職等希望の有無･従業上の地位･従業者規模･産業･職業,雇用

形態,現職の雇用形態についている理由別役員を除く非正規の職員・従

業員数 

・前職の従業上の地位･前職の雇用形態･前職の従業者規模･前職の産業･前

職の職業･前職の離職理由,現職の雇用形態,現職の雇用形態についてい

る理由別非正規の職員・従業員数 

・年齢階級・従業上の地位・産業・職業，教育別転職等希望の就業者数 

・農林業･非農林業,従業上の地位,従業者規模,年齢階級,週間就業時間別

転職等希望者数           

・年齢階級、教育，仕事からの収入（年間），雇用形態，従業上の地位，

産業，職業，在職期間別就業者数 

・求職方法,求職理由･仕事につけない理由･年齢階級･世帯の種類･求職活

動時期･失業期間別完全失業者数           

・年齢階級･世帯の種類･探している仕事の形態･求職理由･仕事につけない

理由,失業期間別完全失業者数           

・世帯の種類･教育･年齢階級･失業期間, 前職の産業,前職の職業,求職理

由･仕事につけない理由別完全失業者数           

・年齢階級･世帯の種類･教育･配偶関係･求職方法･失業期間･求職活動時

期,探している仕事の形態別完全失業者数           

・求職理由･仕事につけない理由･前職の産業･前職の職業,探している仕事

の形態別完全失業者数          

・年齢階級・世帯の種類・配偶関係・主な求職方法・失業期間・求職活動

時期，教育別完全失業者数 

・年齢階級･配偶関係･世帯の種類,前職の離職時期･前職の従業上の地位･

前職の産業･前職の職業別完全失業者数           

・前職の従業上の地位･前職の産業･前職の職業,失業期間･求職方法･年齢

階級別離職した完全失業者数          

四半期別は

各四半期の

最終月分の

速報公表日 
年平均は翌

年１月分の

速報公表日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総務省統

計図書館

  

集計結果

表の量が

膨大で、全

てを刊行

物に掲載

するのは

困難なた

め 



 

 

公表の方法 公表に係る集計事項 公表の期日 掲載場所 備考 
閲   覧 

（電磁的記

録又は電磁

的記録を出

力用紙に表

示したもの） 

（つづき） 

［詳細集計(全国)について四半期別及び年平均］（つづき） 

・前職の離職時期･前職の従業上の地位･前職の産業･前職の職業,前職の離

職理由･年齢階級別離職した完全失業者数           

・年齢階級・前職の従業上の地位・前職の産業・前職の職業，教育別完全

失業者 

・年齢階級･求職理由,前職の離職理由･教育別前職のある完全失業者数 

・前職の有無･就業希望の有無,年齢階級･世帯の種類･希望している仕事の

形態別非労働力人口           

・年齢階級･世帯の種類･教育,就業希望の有無･希望している仕事の形態別

非労働力人口           

・求職活動の有無及び時期･年齢階級･世帯の種類･教育,前職の有無･非求

職理由別就業希望の非労働力人口           

・前職の離職時期･前職の従業上の地位･前職の産業･前職の職業,年齢階

級･求職活動の有無及び時期別就業希望の非労働力人口           

・希望している仕事の形態･非求職理由,求職活動の有無及び時期別就業希

望の非労働力人口           

・前職の従業上の地位･前職の産業･前職の職業,前職の離職理由･年齢階級

別前職のある非労働力人口    

・年齢階級・希望している仕事の形態，教育別非労働力人口 

・妻の就業状態,夫の就業状態別夫婦のいる世帯数 

・世帯主の年齢階級,就業状態別母子世帯数及び高齢者世帯数          

・就業状態,年齢階級別単身者数         

 

［詳細集計(全国)について年平均］ 

・年齢階級・前職の従業上の地位・前職の産業・前職の職業，教育別完全

失業者 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 



 

労働力調査における統計基準適用上の特記事項 

労働力調査の産業分類及び職業分類については、それぞれ日本標準産業分類及び日本標準職

業分類に基づくものとするが、以下についてはこれによらないこととする。 
 
＜産業分類＞ 
○日本標準産業分類による表章を行わない分類項目 
１．日本標準産業分類には「非農林業」の項目はないが、労働力調査では「非農林業」を表

章する。 
［理由］ 雇用・失業の情勢をみる際には、全産業や個々の産業の動きをみているが、「農

業，林業」は、自営業主が多いことや景気に大きく影響を受けないことから、全

体的な雇用情勢をより的確に把握するための一つの指標として、「非農林業」の

結果表章が必要である。 
２．「Ⅰ 卸売業，小売業 ６１無店舗小売業」については、当分の間結果表章せず、有店

舗・無店舗にかかわらず販売品によりそれぞれの小売業に分類する。 
［理由］ 労働力調査において、「無店舗小売業」を表章するためには、無店舗小売業を正

確に把握できるよう、基礎調査票の調査項目を増設するなどの措置が必要になる

が、時系列把握が最重視される労働力調査において、説明困難な断層を発生させ

るおそれがある。そのため、就業者数などの重要指標への影響を検証した上でな

いと、本調査への適用は困難である。さらに、調査項目の増設は、記入者負担の

増大を招くことにも留意することが必要である。 
 
＜職業分類＞ 
○平成 22年４月分から 12 月分までの間の結果表章 

平成 22年４月分から 12月分までの間の結果表章については、平成 22年３月分までの結果表

章に使用している別添７の「平成 22 年４月分から 12 月分の結果表章に使用する分類表」に掲

げる分類を使用することとしたい。 

［理由］ 労働力調査は、毎月調査を実施し、職業分類別の結果についても毎月公表を行って

いるほか、12か月を通した平均値として、年平均結果も公表している。これらの結果

については広く利用されているが、年の途中から分類を変更した場合、変更前後の月

で接続が不可能となってしまう分類項目が発生し、これらの分類項目については、年

平均結果が集計できなくなることから、適切ではない。 

なお、年の途中で、現行の分類で表示している平成 22年１月分から３月分までの結

果及び前年との比較のために平成 21 年分の結果表示について、平成 22 年４月までに

過去 15 か月分の職業再格付を行い、遡って公示分類表に対応させるためには、毎月の

公表作業（労働力調査の基礎調査票は毎月約４万世帯、15万人分、特定調査票は約１

万世帯、2.5 万人分の集計）を行いながら、産業など他の調査項目との整合性を確認

した上で、新分類で結果表を作成するための集計システムの変更や再格付要員が必要

となるが、21年度に確保している要員や予算面及びシステム変更に必要な時間からみ

ても困難である。 

別添５ 



別添６
労働力調査に使用する産業分類表　

第12回改定公示分類表（平成20年４月１日から適用） 結果表示に使用する分類表
基本集計 詳細集計

1 2 3 4 5 1 2

 　農業，林業 農業，林業 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　農業 農業 ○

　林業 林業 ○

非農林業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

漁業 漁業 ○ ○ ○

漁業（水産養殖業を除く） 漁業（水産養殖業を除く） ○

水産養殖業 水産養殖業 ○

鉱業，採石業，砂利採取業 鉱業，採石業，砂利採取業 ○ ○ ○

鉱業，採石業，砂利採取業
建設業 建設業 ○ ○ ○

総合工事業
職別工事業(設備工事業を除く)
設備工事業

製造業 製造業 ○ ○ ○ ○

食料品製造業 食料品製造業 ○

飲料・たばこ・飼料製造業 飲料・たばこ・飼料製造業 ○

繊維工業 繊維工業 ○

木材・木製品製造業（家具を除く） 木材・木製品製造業（家具を除く） ○

家具・装備品製造業 家具・装備品製造業 ○

パルプ・紙・紙加工品製造業 パルプ・紙・紙加工品製造業 ○

印刷・同関連業 印刷・同関連業 ○

化学工業 化学工業 ○

石油製品・石炭製品製造業 石油製品・石炭製品製造業 ○

プラスチック製品製造業（別掲を除く） プラスチック製品製造業（別掲を除く） ○

ゴム製品製造業 ゴム製品製造業 ○

なめし革・同製品・毛皮製造業 なめし革・同製品・毛皮製造業 ○

窯業・土石製品製造業 窯業・土石製品製造業 ○

鉄鋼業 鉄鋼業 ○

非鉄金属製造業 非鉄金属製造業 ○

金属製品製造業 金属製品製造業 ○

はん用機械器具製造業 はん用機械器具製造業 ○

生産用機械器具製造業 生産用機械器具製造業 ○

業務用機械器具製造業 業務用機械器具製造業 ○

電子部品・デバイス・電子回路製造業 電子部品・デバイス・電子回路製造業 ○

電気機械器具製造業 電気機械器具製造業 ○

情報通信機械器具製造業 情報通信機械器具製造業 ○

輸送用機械器具製造業 輸送用機械器具製造業 ○

その他の製造業 その他の製造業 ○

電気・ガス・熱供給・水道業 電気・ガス・熱供給・水道業 ○ ○ ○

電気業
ガス業
熱供給業
水道業

情報通信業 情報通信業 ○ ○ ○

通信業 通信業 ○

放送業 放送業 ○

情報サービス業 情報サービス業 ○

インターネット附随サービス業 インターネット附随サービス業 ○

映像・音声・文字情報制作業 映像・音声・文字情報制作業 ○

運輸業，郵便業 運輸業，郵便業 ○ ○ ○

鉄道業 鉄道業 ○

道路旅客運送業 道路旅客運送業 ○

道路貨物運送業 道路貨物運送業 ○

水運業 水運業 ○

航空運輸業 航空運輸業 ○

倉庫業 倉庫業 ○

運輸に附帯するサービス業 運輸に附帯するサービス業 ○

郵便業（信書便事業を含む） 郵便業（信書便事業を含む） ○

卸売業，小売業 卸売業，小売業 ○ ○ ○

各種商品卸売業 卸売業 ○

繊維・衣服等卸売業
飲食料品卸売業
建築材料，鉱物・金属材料等卸売業
機械器具卸売業
その他の卸売業
各種商品小売業 各種商品小売業 ○

織物・衣服・身の回り品小売業 織物・衣服・身の回り品小売業 ○

飲食料品小売業 飲食料品小売業 ○

機械器具小売業 機械器具小売業 ○

その他の小売業 その他の小売業 ○

無店舗小売業
金融業，保険業 金融業，保険業 ○ ○ ○

銀行業
協同組織金融業
貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関
金融商品取引業，商品先物取引業
補助的金融業等
保険業(保険媒介代理業，保険サービス業を含む)

不動産業，物品賃貸業 不動産業，物品賃貸業 ○ ○ ○

不動産取引業 不動産業 ○

不動産賃貸業・管理業
物品賃貸業 物品賃貸業 ○

学術研究，専門・技術サービス業 学術研究，専門・技術サービス業 ○ ○ ○

学術・開発研究機関 学術・開発研究機関 ○

専門サービス業（他に分類されないもの） 専門サービス業（他に分類されないもの） ○

広告業 広告業 ○

技術サービス業（他に分類されないもの） 技術サービス業（他に分類されないもの） ○

宿泊業，飲食サービス業 宿泊業，飲食サービス業 ○ ○ ○

宿泊業 宿泊業 ○

飲食店 飲食店 ○

持ち帰り・配達飲食サービス業 持ち帰り・配達飲食サービス業 ○

生活関連サービス業，娯楽業 生活関連サービス業，娯楽業 ○ ○ ○

洗濯・理容・美容・浴場業 洗濯・理容・美容・浴場業 ○

その他の生活関連サービス業 その他の生活関連サービス業 ○

娯楽業 娯楽業 ○

教育，学習支援業 教育，学習支援業 ○ ○ ○

学校教育 学校教育 ○

その他の教育，学習支援業 その他の教育，学習支援業 ○

医療，福祉 医療，福祉 ○ ○ ○

医療業 医療業 ○

保健衛生 保健衛生 ○

社会保険・社会福祉・介護事業 社会保険・社会福祉・介護事業 ○

複合サービス事業 複合サービス事業 ○ ○ ○

郵便局 郵便局 ○

協同組合（他に分類されないもの） 協同組合（他に分類されないもの） ○

サービス業（他に分類されないもの） サービス業（他に分類されないもの） ○ ○ ○

廃棄物処理業 廃棄物処理業 ○

自動車整備業 自動車整備業 ○

機械等修理業(別掲を除く) 機械等修理業(別掲を除く) ○

職業紹介・労働者派遣業 職業紹介・労働者派遣業 ○

その他の事業サービス業 その他の事業サービス業 ○

政治・経済・文化団体 政治・経済・文化団体 ○

宗教 宗教 ○

その他のサービス業 その他のサービス業 ○

外国公務 外国公務 ○

公務（他に分類されるものを除く） 公務（他に分類されるものを除く） ○ ○ ○

国家公務 国家公務 ○

地方公務 地方公務 ○

分類不能の産業 分類不能の産業 ○ ○ ○

分類不能の産業
※　非農林業は大分類｢農業｣及び｢林業｣以外の大分類を集約している。

日本標準産業分類 労働力調査



別添７

労働力調査に使用する職業分類表

１．平成22年４月分から12月分の結果表章に使用する分類表 平成21年12月改定公示分類表（平成22年４月１日から適用） ２．平成23年１月分以降の結果表章に使用する分類表

（平成21年12月改定公示分類表を基本とするもの）

基本
集計

詳細
集計

基本
集計

詳細
集計

1 2 1 2

管理的職業従事者 ○ ○ ○ 管理的職業従事者 管理的職業従事者 ○ ○ ○

管理的公務員

法人・団体役員

法人・団体管理職員

その他の管理的職業従事者

専門的・技術的職業従事者 ○ ○ ○ 専門的・技術的職業従事者 専門的・技術的職業従事者 ○ ○ ○

技術者 ○ 研究者

教員 ○ 農林水産技術者 技術者（06～11） ○

その他の専門的・技術的職業従事者 ○ 製造技術者（開発）

製造技術者（開発を除く）

建築・土木・測量技術者

情報処理・通信技術者

その他の技術者

医師，歯科医師，獣医師，薬剤師 保健医療従事者（12～15） ○

保健師，助産師，看護師

医療技術者

その他の保健医療従事者

社会福祉専門職業従事者

法務従事者

経営・金融・保険専門職業従事者

教員 教員 ○

宗教家 その他の専門的・技術的職業従事者 ○

著述家，記者，編集者 （05, 16～18, 20～24）

美術家，デザイナー，写真家，映像撮影者

音楽家，舞台芸術家

その他の専門的職業従事者

事務従事者 ○ ○ ○ 事務従事者 事務従事者 ○ ○ ○

一般事務従事者 一般事務従事者 ○

会計事務従事者 会計事務従事者 ○

生産関連事務従事者 その他の事務従事者（27～31） ○

営業・販売事務従事者

外勤事務従事者

運輸・郵便事務従事者

事務用機器操作員

販売従事者 ○ ○ ○ 販売従事者 販売従事者 ○ ○ ○

商品販売従事者 商品販売従事者 ○

販売類似職業従事者 販売類似職業従事者 ○

営業職業従事者 営業職業従事者 ○

保安職業，サービス職業従事者 ○ ○ ○ サービス職業従事者 サービス職業従事者 ○ ○ ○

家庭生活支援サービス職業従事者 ○ 家庭生活支援サービス職業従事者

保安職業従事者 ○ 介護サービス職業従事者 介護サービス職業従事者 ○

その他のサービス職業従事者 ○ 保健医療サービス職業従事者

生活衛生サービス職業従事者 生活衛生サービス職業従事者 ○

飲食物調理従事者 飲食物調理従事者 ○

接客・給仕職業従事者 接客・給仕職業従事者 ○

居住施設・ビル等管理人 その他のサービス職業従事者（35, 37, 41, 42） ○

その他のサービス職業従事者

保安職業従事者 保安職業従事者 ○ ○ ○

自衛官

司法警察職員

その他の保安職業従事者

農林漁業作業者 ○ ○ ○ 農林漁業従事者 農林漁業従事者 ○ ○ ○

農業従事者

林業従事者

漁業従事者

生産工程・労務作業者 ○ ○ 生産工程従事者 生産工程従事者 ○ ○ ○

採掘作業者 ○ ○ 生産設備制御・監視従事者（金属製品） 製品製造・加工処理従事者（金属製品）（49, 52） ○

製造・制作・機械運転及び建設作業者 ○ ○ 生産設備制御・監視従事者（金属製品を除く） 製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く）（50, 53） ○

労務作業者 ○ ○ 機械組立設備制御・監視従事者 機械組立従事者（51, 54） ○

製品製造・加工処理従事者（金属製品）

製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く）

機械組立従事者

機械整備・修理従事者 機械整備・修理従事者 ○

製品検査従事者（金属製品） 製品検査従事者（56, 57） ○

製品検査従事者（金属製品を除く）

機械検査従事者 機械検査従事者 ○

生産関連・生産類似作業従事者 生産関連・生産類似作業従事者 ○

運輸・通信従事者 ○ ○ ○ 輸送・機械運転従事者 輸送・機械運転従事者 ○ ○ ○

鉄道運転従事者

自動車運転従事者

船舶・航空機運転従事者

その他の輸送従事者

定置・建設機械運転従事者

建設・採掘従事者 建設・採掘従事者 ○ ○ ○

建設躯体工事従事者

建設従事者（建設躯体工事従事者を除く）

電気工事従事者

土木作業従事者

採掘従事者

運搬・清掃・包装等従事者 運搬・清掃・包装等従事者 ○ ○ ○

運搬従事者 運搬従事者 ○

清掃従事者 清掃従事者 ○

包装従事者 その他の運搬・清掃・包装等従事者（72, 73） ○

その他の運搬・清掃・包装等従事者

分類不能の職業 ○ ○ 分類不能の職業 分類不能の職業 ○ ○

分類不能の職業

労働力調査
※（ ）内の数字は日本標準職業分類の中分類符号

労働力調査 日本標準職業分類
※項目名左側の数字は中分類符号











 資料 ２－６ 

労働力調査 調査票の変更点について（新旧対照表） 
 

変更案 現行 変更理由 

  
世帯が調査事項をより理解しやすく

なるよう、説明文の文言を修正する。 

 

 

 

「公的統計の整備に関する基本的な

計画」及び ILO 決議を踏まえ、年間

の実労働時間をより適切に把握する

ため、週間及び月間の就業日数を追加

する。 

  

有期雇用契約労働者数をより適切に

把握するため、１年以上又は無期の雇

用契約者が選択する「常雇」を、雇用

契約期間の有無により細分化する。 
 

 

 

 
（特定調査票から基礎調査票に移動） 

非正規雇用の拡大が進む中、その動向

をよりタイムリーに把握するため、特

定調査票での調査事項から基礎調査

票での調査事項に変更する。 

  

死別・離別配偶者あり未婚④ 配偶の関係

・配偶者の有無は届出の有無に関係なく記入してください

死別・離別配偶者あり未婚4 配偶の関係

・届出の有無に関係なく記入してください

時間

⑧ 月末１週間（ただし 12月は20～26日）に

仕事をした日数と時間

・副業・内職・臨時の仕事などをした時間も すべて含めてください

・⑤欄で「仕事を休んでいた」と答えた人は「０」と書いてください

・「基礎調査票の記入のしかた」のおぼえ書き欄を利用してください

日
仕事をした日数

仕事をした時間

⑨ 当月の１か月間に仕事をした日数
日当月の１か月間に

時間

8 月末１週間（ただし 12月は20～26日）に仕事をした時間

・副業・内職・臨時の仕事などをした時間も すべて含めてください

・５欄で「仕事を休んでいた」と答えた人は「０」と書いてください

・「基礎調査票の記入のしかた」のおぼえ書き欄を利用してください

会

社

な

ど

の

役

員

自営業主

（
無
期
の
契
約
）

常
雇
の
人

雇

い

人

あ

り

⑩ 従業上の地位
・常雇の人（無期の契約）とは 雇用期間を定めない契約で雇われている

人をいいます

（定年までの場合は 無期の契約とします）

・常雇の人（有期の契約）とは 雇用契約期間が１年超の人をいいます

・臨時雇の人とは 雇用契約期間が１か月以上１年以下の人をいいます

・日雇の人とは 雇用契約期間が１か月未満の人をいいます

・自営業主とは 個人経営の商店主や農業主などをいいます

・内職とは 自宅での賃仕事をいいます

雇われて
いる人のうち

臨
時
雇
の
人

日

雇

の

人

雇

い

人

な

し

自
家
営
業
の
手
伝
い

内

職

（
有
期
の
契
約
）

常
雇
の
人

(⑫欄へ)

会
社
な
ど
の
役
員

自営業主

常

雇

の

人

雇

い

人

あ

り

9 従業上の地位

・臨時雇の人とは 雇用契約期間が１か月以上１年以下の人

日雇の人とは 雇用契約期間が１か月未満の人をいいます

・自営業主とは 個人経営の商店主や農業主などをいいます

・内職とは 自宅での賃仕事をいいます

雇われて
いる人のうち

臨
時
雇
の
人

日

雇

の

人

雇

い

人

な

し

自
家
営
業
の
手
伝
い

内

職

・今の仕事について 雇われている人は勤め先での呼称を

記入してください 従
業
員

正
規
の
職
員
・

パ

ー

ト

ア
ル
バ
イ
ト

派
遣
社
員

事
業
所
の

労
働
者
派
遣

契

約

社

員

そ

の

他

⑪ 勤め先における呼称
嘱

託

従
業
員

正
規
の
職
員
・

雇われている人

自
営
業
主
な
ど

会
社
な
ど
の
役
員
・

パ

ー

ト

ア

ル

バ

イ

ト

派
遣
社
員

事
業
所
の

労
働
者
派
遣

契
約
社
員
・
嘱
託

そ

の

他

A4
今の仕事につ
いて 雇われ
ている人は勤
め先での呼称
を記入してく
ださい
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変更案 現行 変更理由 

 

 

 

 

・「新成長戦略」で NPO 等の拡大を

推進することとされており、増加が見

込まれることから説明に追加する。 
・産業別の投入労働量を把握するた

め、派遣労働者の産業の把握方法を派

遣元から派遣先に変更する。 
なお、「勤め先の呼称」を用いること

で、従来の派遣元ベースでの推計も可

能である。 
 

 

 

 

世帯が調査事項をより理解しやすく

なるよう、設問の名称及び説明文の文

言を修正する。 

 

 

 

 

世帯が調査事項をより理解しやすく

なるよう、選択肢の文言を修正する。 

その他経 営
組 織

勤め先・
業主など
の 名 称

事 業 の
内 容

個人 会社⑫ 勤め先・業主などの経営組織・名称

及び事業の内容

「基礎調・その他には 官公庁・公社・私立学校・医療法人・

社会福祉法人・非営利法人（ＮＰＯ）・その他の

法人・団体などが含まれます

・仕事をしている事務所・工場・店などの名称及び

事業の内容をくわしく書いてください

・労働者派遣事業所の派遣社員は 派遣先について

書いてください 事 業 の
種 類

経 営
組 織

個人 会社 その他

勤め先・
業主など
の 名 称

10 勤め先・業主などの経営組織・名称

及び事業の種類

・その他には 官公庁・公社・公団・私立学校・そ

の他の法人・団体などが含まれます

・仕事をしている事務所・工場・店などの名称及び

事業の内容をくわしく書いてください

「基礎調

⑬ 本人の仕事の内容

・本人の仕事の内容をくわしく書いてください

13 本人の仕事の種類

・本人の仕事の内容をくわしく書いてください

～～～～～～人

官

公

庁

な

ど

⑭ 勤め先・業主などの企業全体の従業者数

・本社・本店や出張所などを含めた企業全体の従業者総数

（パートなども含む）を記入してください

・国営・公営の事務所に雇用されている人は官公庁などと

します

1

人

2

4

人

5 10 30 100 500 1000

9 29 99 499 999

人 人 人 人 人

以

上

～～～～～～人

14 勤め先・業主などの企業全体の従業者数

・本社・本店や出張所などを含めた企業全体の従業者数を記入

してください

・官公庁や国営・公営の事務所に雇用されている人は官公とし

ます

1

人

2

4

人

5 10 30 100 官500 1000

9 29 99 499 999

人 人 人 人 人

以

上 公
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変更案 現行 変更理由 

 

 

 

 

世帯が調査事項をより理解しやすく

なるよう、選択肢の文言を修正する。 

 

（新規） 非正規雇用の拡大が進む中、その背景

を把握するため、非正規雇用という雇

用形態を選択した理由を調査事項に

追加する。 

週35時間未満

の
仕
事

も
と
も
と
週
35
時
間
未
満

勤め先や

事業の都合

景
気
が
悪
か
っ
た

そ

の

他

自分や家族の都合

出
産
・
育
児
の
た
め

介
護
・
看
護
の
た
め

休

暇

の

た

め

そ

の

他

そ

の

他

A１
この1週間に
仕事をした時
間が35時間未
満の人は そ
の理由を記入
してください

週35時間

以上
35時間未満

仕
事

も
と
も
と
35
時
間
未
満
の

勤め先や

事業の都合

景
気
が
悪
か
っ
た

そ

の

他

自分や家族の都合

出
産
・
育
児
の
た
め

介
護
・
看
護
の
た
め

休

暇

の

た

め

そ

の

他

そ

の

他

A１
この1週間に
仕事をした時
間が35時間未
満の人は そ
の理由を記入
してください

A４
どうして今
の雇用形態
についてい
るのですか

基礎調査票の⑪欄で 勤め先の呼称を｢パート｣ ｢アルバイト｣
｢労働者派遣事業所の派遣社員｣ ｢契約社員｣｢嘱託｣ ｢その他｣
と回答した方のみお答えください（それ以外の方はＡ５へ）

に
働
き
た
い
か
ら

自
分
の
都
合
の
よ
い
時
間

得
た
い
か
ら

家
計
の
補
助
・
学
費
等
を

両
立
し
や
す
い
か
ら

家
事
・
育
児
・
介
護
等
と

通
勤
時
間
が
短
い
か
ら

い
か
せ
る
か
ら

専
門
的
な
技
能
等
を

仕
事
が
な
い
か
ら

正
規
の
職
員
・
従
業
員
の

そ

の

他

うち おもなもの

一つに記入

当てはまるもの

すべてに記入



4 
 

変更案 現行 変更理由 

  
（基礎調査票から特定調査票に移動） 

転職などに関する意識項目であり、最

近の動きとして、大きな変化はなく、

記入者負担の軽減のため、調査内容を

簡素化した上で特定調査票での把握

に変更する。 

（削除） 

 

平成 12 年 8 月の追加当時は「特定不

況業種等関係労働者の雇用の安定に

関する特別措置法」に基づき、失業な

き労働移動の支援が進められており、

担い手となる転職者の詳細な実態把

握が必要であったが、最近ではその割

合はほぼ一定で大きな変化はなく、把

握の必要性が低下していることから、

記入者負担の軽減のために削除する。 

  

従来から、「介護」は「家事」の一部

として把握してきているが、高齢化の

進展に対応し、これを理由とした就業

非希望者に回答する選択肢を追加す

る。 

A５
転職などを希
望しています
か

仕事を探して
いない

実際に仕事を
探している

転職などを希望している 転職など
を希望し
ていない

13 転職などの希望の有無

・転職・転業をしたいが 又は いまの仕事のほかに

何か別の仕事もしたいか 及び それらの仕事を探して

いるかいないかについて記入してください
探
し
て
い
る

仕
事
を

転職希望の
人のうち

探
し
て
い
な
い

仕
事
を

別の仕事も
したい人のうち

探
し
て
い
る

仕
事
を

探
し
て
い
な
い

仕
事
を

希
望
し
な
い
人

転
職
も
別
の
仕
事
も

前の仕事より
増えた

前の仕事と
ほぼ同じ

前の仕事より
減った

A６
今の仕事につ
いたときの収
入は増えまし
たか 減りま
したか

近
く
に
仕
事
が
あ
り
そ
う
に
な
い

適当な仕事がありそうにない

仕
事
が
あ
り
そ
う
に
な
い

自
分
の
知
識
・
能
力
に
あ
う

あ
う
仕
事
が
あ
り
そ
う
に
な
い

勤
務
時
間
・
賃
金
な
ど
が
希
望
に

仕
事
が
あ
り
そ
う
に
な
い

今
の
景
気
や
季
節
で
は

そ

の

他

出

産

・

育

児

の

た

め

健

康

上

の

理

由

の

た

め

そ

の

他

Ｃ２
仕事をしたい
と思っていな
がら 現在仕
事を探してい
ないのは ど
うしてですか

介

護

・

看

護

の

た

め

近
く
に
仕
事
が
あ
り
そ
う
に
な
い

適当な仕事がありそうにない

仕
事
が
あ
り
そ
う
に
な
い

自
分
の
知
識
・
能
力
に
あ
う

あ
う
仕
事
が
あ
り
そ
う
に
な
い

勤
務
時
間
・
賃
金
な
ど
が
希
望
に

仕
事
が
あ
り
そ
う
に
な
い

今
の
景
気
や
季
節
で
は

そ

の

他

続
け
ら
れ
そ
う
に
な
い

家
事
・
育
児
の
た
め
仕
事
が

健

康

上

の

理

由

そ

の

他

Ｃ２
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変更案 現行 変更理由 

  

近年の高学歴化の進展に伴い、大学院

の卒業者が増加したことに対応する

ため、選択肢の追加を行う。 

 

Ｅ１
教育

小
学
・
中
学
・
高
校

短

大

・

高

専

大

学

・

大

学

院

・
旧
中

小
学
・
中
学
・
高
校

短

大

・

高

専

在
学
し
た
こ
と
が
な
い

在 学 中 卒 業

大

学

大

学

院

Ｅ１
教育

小
学
・
中
学
・
高
校

短

大

・

高

専

大

学

・

大

学

院

・
旧
中

小
学
・
中
学
・
高
校

短

大

・

高

専

大
学

・

大

学

院

在
学
し
た
こ
と
が
な
い

在 学 中 卒 業



 
資料 ２－７ 

 

労働力調査の実施の必要性 

 
 
労働力調査は、統計法第２条第４項に規定する基幹統計である労働力調査を

作成するための調査である。 
労働力調査は、月々の就業及び不就業の状態を明らかにするほか、雇用・失

業対策の基礎資料や、景気動向を判断する指標を得るための調査として不可欠

である。 



 
資料 ２－８ 

 

労働力調査結果の利用状況 

 

 

１ 行政上の施策への利用 

（１）政府の景気判断の指標 

・政府が毎月発表する月例経済報告では、労働力調査の結果が雇用面の指標として景気の分析に利

用されている。 

（２）雇用政策 

○緊急雇用対策 

・労働力調査結果などによると、平成 20年秋以降雇用情勢は悪化を続けている。これを受けて、雇

用調整助成金の拡充等による雇用維持対策が実施されている。 

・労働力調査の調査結果によると、非正規雇用者の割合は長期的に上昇傾向にあり、また、長期間

失業している者は近年増加傾向にある。これらの人々を支援するために、「緊急人材育成・就職支

援基金」が創設され、「訓練・生活支援給付」の支給など、職業訓練、再就職、生活への支援が総

合的に推進されている。 

・厳しい経済・雇用状況、直面する円高・デフレ状況を踏まえ、景気回復を確かなものとするため

の経済対策として、労働力調査結果などによる現状分析を踏まえ、「明日の安心と成長のための緊

急経済対策」が取りまとめられている。 

○若年者雇用対策 

・近年の労働力調査結果によると、若者を取り巻く雇用情勢の厳しさや非正規雇用者の増加傾向が

続いており、これを踏まえて、「職業安定法施行規則」が改正され、採用内定取消しの防止のため

の取組が強化された。 

○高齢者雇用対策 

・少子高齢化が進む中で、高齢者の労働力人口も注目されている。高齢者の雇用・労働政策として、

厚生労働省は高年齢者雇用安定法の改正を踏まえ、定年の引上げ、継続雇用制度の導入等による

高年齢者の安定した雇用の確保を推進している。 

（３）審議会等 

○男女共同参画会議 

・女性の現状を把握する基礎資料として女性の労働力率や専門的・技術的、管理的職業従事者の割

合等が利用されている。 

○労働政策審議会 

・労働政策を審議するために必要な雇用・失業情勢の現状把握の基礎資料として、完全失業率、雇

用形態別雇用者数、労働力人口などの指標が利用されている。 

○ワーク・ライフ・バランス推進官民トップ会議 

・仕事と生活の調和の実現の進ちょく状況の点検・評価のために、就業率、長時間労働雇用者の割

合などの指標が数値目標として設定されている。 

 



２ 地方公共団体における利用 

地方公共団体の雇用推進計画策定の基礎資料や地域振興計画の現状分析資料として利用されている。 

 

３ 国民経済計算の推計への利用 

国民経済計算における雇用者報酬の推計に、雇用者数が利用されている。 

 

４ 最近の白書等における分析での利用 

（１）経済財政白書 

○景気の現状分析と展望 

・完全失業率の推移 

・雇用者数の推移 

・労働力状態のフロー分析により、失業に陥る確率や失業から抜け出す確率の推移を分析（１か月

目調査時に失業者であった者のうち２か月目調査時に就業者となった者の割合の推移等） 

・労働力調査や各種生産統計を用いて雇用保蔵（過剰雇用）を推計し、雇用の先行きリスクを分析 

○労働市場の構造変化 

・非正規雇用者の推移など、雇用形態の多様化 

・非正規雇用者の所得環境 

・非正規雇用者の失業リスク 

（２）労働経済白書 

○最近の雇用、失業に関する分析 

・産業別、職業別就業者の推移 

・産業別、週間就業時間別雇用者割合 

・年齢階級別にみた正規、非正規の職員・従業員数 

・雇用形態別転職希望率 

・高齢層の雇用形態の推移 

・配偶関係別女性の労働力人口比率 

・休職者数の推移 

・離職理由別完全失業者数 

・求職理由別完全失業者数 

・前職の雇用形態別離職失業者数 

・学歴別の長期失業者割合 

・仕事に就けない理由別完全失業者 

・長期失業者数や潜在失業を含む失業者数の推移 

・若年無業者の推移 

・地域別雇用者数、完全失業率の推移 

○労働力供給の現状 

・若年者の厳しい雇用情勢 

・女性の労働力人口比率（Ｍ字型カーブ） 



（３）厚生労働白書 

○厚生労働行政の動き 

・高齢者雇用を取り巻く現状 

・雇用失業情勢 

・女性労働者の現状 

○保健医療の現状と課題 

・長時間労働雇用者の割合 

（４）男女共同参画白書 

○就業分野における男女の共同参画の状況 

・女性の年齢階級別潜在的労働力率 

・就業者の産業別構成比の推移 

・女性を中心に非正規化が進む雇用形態（雇用形態別にみた雇用者の構成割合） 

・共働き世帯数の推移 

○仕事と子育ての両立 

・性・年齢階級別就業時間 

（５）高齢社会白書 

・高齢者の雇用者数、完全失業率、就業率 

（６）国民生活白書 

○子育て世代の就業 

・完全失業率の推移 

・転職前後の雇用形態比較 

・共働き世帯の割合 

・共働き世帯の就業形態 

（７）女性労働白書 

・女性の学歴別労働力率 

・管理職の女性比率 

・女性の年齢階級別労働力率 

（８）中小企業白書 

・自営業主の推移 

・非正規職員・従業員比率 

・年齢階級別完全失業率の推移 

・女性の労働力率 

（９）青少年白書 

・産業別・職業別青少年就業者数の推移 

・フリーターの人数の推移 

・青少年の失業状況 

 

  



５ 国際比較のための利用 

国際労働機関(ＩＬＯ)、国際通貨基金(ＩＭＦ)、経済協力開発機構(ＯＥＣＤ)などへ労働力調査の

結果を提供している。これらの国際機関では、各国から収集した労働力調査等の結果を用いて国際

比較をし、労働経済問題の分析・提言を行うほか、労働統計の国際データベースを構築し、インタ

ーネット等で一般に提供している。 
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